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１．はじめに
　長岡大学地域研究センターは、本年度もアンケートによる「長岡地域企業の成長・発展に関する基礎調査」を行っ
た。本調査は長岡地域企業の活動や業績動向の実態を把握し、いっそうの発展・成長に向けた鍵を探ることを目的
としている。2007年の調査開始以来、今回は３回目となる。（注２）比較的中長期的な視点からの成長戦略に焦点をあて
ているが、今回は短期的な視点も無視できない。昨年９月の米証券会社リーマン・ブラザーズの経営破たんを契機
として国際金融が混乱し、それが引き金となり実体面も深刻な不況に陥った。長岡地域でも昨年の後半以降大半の
企業の業績が急激に落ち込み、多くの企業にとって生き残りに向けた不況脱出が最優先課題となっている。そうし
た状況下、中長期的な成長戦略だけではなく、現下の不況からの脱出策も本調査の重要な課題となる。そこで、今
年の調査では景気循環要因の関連項目にも留意した。
　さらに、本調査では中長期的ないし構造的な面からは環境要因に焦点を当てた。社会構造の変化の１つとして、
環境重視型社会への転換は不可避であり、その変化を積極的に企業の行動・組織に取り入れることが成功の１要因
になるとの仮説からである。すでに昨年のアンケート調査においても環境対応の調査項目を加えており、昨年との
比較も含めて集計・分析を実施した。
　本年のアンケートは、昨年までと同様に合併後の長岡市内の製造業企業を対象に実施した。618社に調査票を郵送
配布しFAXないしメールにより回収した。調査期間は2009年８月27日から９月９日で、調査基準時点は2009年７月
31日である。有効回収数72票、回収率は11.7％であった。なお、今回の調査でのアンケート票は文末の別添資料を参
照されたい。
２．アンケート回答企業のプロフィールなど
（１）基本属性
　回答いただいた企業の属性を簡単に確認しておきたい。まず創業後の年数について、長岡地域の製造業は創業が
比較的古く業歴が長い企業が多い。アンケート集計結果によると、創業後「30年以上」が48社、66.7％で大半を占
論稿
【目次】
　１．はじめに
　２．アンケート回答企業のプロフィールなど
　３．業績の変化
　４．成長・発展のための取組
　５．生産性向上に向けた取組
　６．環境面への対応状況
　７．まとめ
長岡地域企業の成長・発展に向けて
～不況脱出と環境対応を中心に～（2009年アンケート調査結果の報告）（注1）
長岡大学准教授　　石　川　英　樹
96
め、昨年までの結果とほぼ同様だった。続いて業種構成は【図表１】の通りで、これも昨年の結果とほぼ同じである。
工業統計調査（2007年12月時点調査）と比較すると、「食料品・たばこ・飼料等」が多く「繊維・衣服等」「一般機械」
の比率が低いものの全般的に極端にはかい離しておらず、本アンケート調査の回答企業が母集団の分布をおおむね
反映しているとみなすことができよう。各企業の製品について産業財か最終消費財かなどの分類による業態の構成
も昨年の結果から大きな変化はない。約３分の２近くが企業間取引の製品（産業財、中間財、部品加工）で、企業
を顧客とした取引が中心の企業が多いことが確認できる。従業員数規模については、パート等を含まない数値でみ
て「10 ～ 19人」（18社、25.0％）が最も多く、中小零細企業が中心である。30人未満を合計すると58.3％で、これも
昨年調査とほとんど同様だった。続いて、前年度の売上高は【図表２】のとおりである。「５億円未満」の企業が38社、
52.8％と過半数であった。売上高の分布全体をみると、ここ３年間で顕著な違いは見られない。
（２）企業規模の拡大志向について
　今回の調査では、新たに今後の企業規模の拡大について考えをうかがった。その集計結果が【図表３】である。
ここで注目されるのは、全体の３分の１程度（26社、36.1％）が現状以上の企業規模の拡大は望んでいないと回答し
ている点である。
　本アンケート調査では、規模拡大を望まない理由について聞いていないため、拡大を望まない考え方の背景を詳
しく知ることはできない。その点に関連して、一昨年の調査では比較的業績の好調な企業にヒアリング調査も行い、
その中でも企業規模の拡大を望まないとの声は複数の企業経営者から実際に聞かれた。そのなかで得られた考え方
の一例として、規模拡大により自社製品の営業活動を本格化する必要が生じて結果的に価格競争に巻き込まれたく
ないとする見方などがあった。この拡大志向についての姿勢の違いは、成功に向けた取組などを分析する上で重要
なポイントになると考えられる。
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３．業績の変化
　昨年の秋以降、マクロ環境は急激に悪化した。【図表４】は日銀短観の業況判断ＤＩの推移である。新潟県地方で
も全国同様に業況が急激に落ち込んだ様子がわかる。報道によると一部の上場企業の決算が上方修正されるなど全
国レベルでは明るい兆しもみられ、今後の回復に期待がかかっている。【図表４】で2009年12月時点の予測に注目す
ると、全国の回復見込みに比べて新潟県地域の回復力は弱く見通されている。少なくとも新潟県地域については今
後の見通しを楽観視できない。長岡地域企業はこうした厳しいマクロ環境下にあることを踏まえて業績変化を見る
必要がある。
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（１）売上高の変化
　昨年までと同様に、売上高、従業員数、経常利益の３点について前年に比べた変化をうかがった（「非常に増加し
た」、「かなり増加した」、「やや増加した」、「あまり変化ない」、「減少した」の５段階）。集計結果によると、昨年ま
での悪化傾向が加速している様子が明瞭に現れている。
　売上高については、「減少した」が57社、75.2％で大半を占め、昨年までに比べ一段と厳しい状況となっている（【図
表５】参照）。「かなり増加した」「やや増加した」「あまり変化ない」の３つを合計して、減少しなかった企業は14社、
19.4％のみである。サンプル数６社以上の業種について、業種別に売上高が減少しなかった企業の割合をみたところ、
「食料品・たばこ・飼料」では15社中６社（40.0％）と比較的多い一方、「金属製品」では11社中１社（9.1％）、「一般
機械」では９社中１社（11.1％）、「精密機械」では６社中１社（16.7％）となっている。設備投資や耐久財の関連業
種で苦戦が目立つ。
　さらに売上高変化を企業規模の拡大志向の違いでクロス集計を行った（【図表６】参照）。企業規模の拡大を志向
している企業（「積極的に成長機会を見つけ規模を拡大させたい」と「機会があれば拡大させたい」の合計）につい
て28.9％の企業で売上高が減少しなかった。それに対して、規模の拡大を望んでいない企業のうち売上高が減少しな
かったのは26社中わずか１社（3.8％）であった。今の景気後退局面では、規模拡大に消極的な企業で売上高が減少
したケースがより多いことがわかる。
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（２）従業員数、経常利益の変化
　従業員数についても、昨年以降、減少傾向が加速している様子が確認できる（【図表７】参照）。１年前に比べ従
業員数が減少した企業は24社、33.3％であった。昨年の調査（19.0％）に比べ10ポイント以上上昇しており、雇用調
整が本格化していることがわかる。また、経常利益については「減少した」企業が72社中60社、83.3％で大半を占め
ている。昨年の調査（49.4％）に比べ30ポイント以上高まっており、売上高の結果と同様に経営状況が一段と深刻化
している様子を示している（【図表８】参照）。
（３）業績等全般に対する評価
　以上の業績全般に対して、４段階（「大いに満足」、「まあまあ満足」、「やや不満」、「大いに不満」）で評価してもらっ
た結果が【図表９】である。昨年同様に「大いに満足」の回答はなく、「大いに不満」な企業は48社、66.7％で、昨
年までの調査に比べて満足度が大幅に低下している。
　これを企業規模の拡大志向の有無による違いでみた結果が【図表10】である。「大いに不満」の比率が、規模の拡
大を志向している企業では62.2％だったのに対して、規模の拡大を望んでいない企業では73.1％で、後者の方がむし
ろ満足度が低い。規模の拡大を望んでいない企業にとって、現在の業績悪化はより深刻な結果となっている。
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４．成長・発展のための取組
（１）現在特に力を入れていること
①現在特に力を入れている取組
　成長・発展のために現在特に力を入れている取組（３つまで）についてまとめた。集計結果は【図表11】のと
おりである。「コストの削減」（35社、48.6％）、「新規顧客・取引先の拡大」（33社、45.8％）の２つが特に多く、こ
れは昨年同様の傾向である。次いで、「既存顧客・取引先との取引深耕」（25社、34.7％）、「営業力の強化」（21社、
29.2％）、「新製品・サービスの開発」（19社、26.4％）と続いている。昨年との比較では、「営業力の強化」が7.7ポイ
ント、「新製品・サービスの開発」が8.7ポイントそれぞれ上昇している。さらに、「組織体制の充実・効率化」が8.8
ポイント上昇している点も注目される。これらはともに従業員の配置転換や業務・工程の変化などを伴い、従来の
延長線上からは比較的離れた新たなやり方が強いられる取組である。急激な環境悪化に対して、新たなチャレンジ
に取り組む企業が増えている状況を示唆していよう。他方で、「積極的な設備投資」（２社、2.8％）は昨年の調査結
果よりも7.3ポイント低下し、一昨年に比べると22ポイントも低下している。財務環境の悪化などにより新規投資が
困難となり手控えられている様子がうかがえる。
②売上高状況別、企業規模拡大志向別にみた現在特に力を入れている取組
　売上高の変化について見たとおり、昨年来の厳しい景気環境の中でも14社、19.4％の企業が売上高を減らしていな
い。それらの企業の取組内容は他と比べてどのような違いがあるだろうか。その集計結果が【図表12】である。全
般的に、売上高が減少しなかった企業による選択率は減少した企業に比べ高い。なかでも格差が目立つのは、「営業
力の強化」（16.6ポイントの格差）、「新製品・サービスの開発」（12.9ポイントの格差）、「コストの削減」（11.5ポイン
トの格差）などの取組である。営業力の強化や新製品・サービスの開発に積極的に取り組んだ企業について、業績
の極端な悪化を避けることができたケースが多い。
　さらに、企業規模の拡大志向の違いによる取組項目の相違についても分析した。その結果、「コストの削減」は規
模拡大を望まない企業の61.5％が選択しており、拡大志向の企業の42.2％を大きく上回っている。他方で、「営業力の
強化」と「新製品・サービスの開発」については拡大志向の企業が10ポイント程度上回っている。企業規模拡大に
消極的な企業は、今回の景気悪化に対してコスト削減による対応への依存度が高い反面、取組の幅が広くない様子
がうかがえよう。
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（２）今後注力すべき重要な課題
①今後注力すべき重要な課題
　一層の成長・発展に向けて、今後取り組むべき課題として挙げられた取組（５つまで）は前出の【図表11】のと
おりである。そのうち主要な取組については、【図表13】に過去３年間の推移をまとめた。まず注目されるのは「新
規顧客・取引先の拡大」54社、75.0％で、大半の企業が新たな顧客開拓の必要性を感じていることがわかる。昨年の
調査結果（67.1％）と比較すると7.9ポイント上昇、一昨年の結果（40.0％）からは35ポイントも上昇している。次いで、
「コストの削減」（33社、45.8％）、「新製品・サービスの開発」（31社、43.1％）、「営業力の強化」（31社、43.1％）、「優
秀な人材の確保」（30社、41.7％）が続いている。
　このうち「コストの削減」（33社、45.8％）は昨年の結果（60.8％）から15ポイント低下している。昨年までに比べ
て現在の業況悪化は急激であり、とりわけ絶対的な需要不足の様相が顕著である。そうした中ではコスト削減によ
る業績改善効果には多くを期待できず、その限界を企業が感じている様子がうかがえよう。さらに、「従業員教育」「優
秀な人材の確保」など人材関連の取組の優先度合いが低下している点も注目される。人材面の取組は成果が現れる
まで比較的時間がかかることから、業績改善のための即効性の観点から優先順位が下がっていると考えられよう。
②企業規模の拡大志向の違い別にみた今後注力すべき重要な課題
　今後の取組課題に関しても、企業規模の拡大志向の違い別にクロス集計を行った（【図表14】参照）。その結果、
拡大志向の企業が拡大志向のない企業よりも積極的な取組としては、「新製品・サービスの開発」（20.3ポイントの格
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差）、「組織体制の充実・効率化」（15.2ポイントの格差）、「経営戦略等の明確化」（20.5ポイントの格差）が挙げられる。
特に後者２つの取組に関して、組織面、戦略面を重視している点が注目される。現下のように先行きが不透明な中
でこそ、経営の戦略性、方向性さらに組織体制の整備について経営者の手腕が問われるところである。この格差は、
いっそうの発展を目指す企業意識の特徴とも言えるであろう。逆に、「コスト削減」では拡大志向のない企業の課題
意識が高い（17.7ポイントの格差）。現在の取組に関してみたとおり、拡大志向のない企業にとってこれまでの活動
の延長線上にない新たな取り組みは困難である。その分、コスト削減という手法に対する依存が強まっているよう
である。
③現在の取組と今後の課題
　【図表15】は、成長・発展のために現在特に力を入れていること（現在の取組）と今後注力すべき重要な課題（今
後の課題）の比較のために整理したグラフである。これによると、「新規顧客・取引先の拡大」における現取組と今
後の課題の間のギャップが目立っている。今後の課題としての選択率が30ポイント程度上回っており、現時点での
取り組みが十分でないと認識されている度合いが強い項目だと考えられる。さらに、「優秀な人材の確保」（23.6ポイ
ントの格差）、「新製品・サービスの開発」（16.7ポイントの格差）、「営業力の強化」（13.9ポイントの格差）などで、
現在の取組状況に比べて今後の課題として認識されている度合いが高くなっている。
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５．生産性の向上について
（１）生産性向上のための現在の取組
　本調査では昨年以降生産性に関しても調査を行っている。生産性の向上は企業の成長・発展の鍵を握る重要なポ
イントの１つであることから、生産性向上のための取組状況をうかがった結果を集計しその検討結果を以下に整理
した。
　各企業が現在生産性向上のために特に力を入れていること（３つまで）の集計結果は【図表16】のとおりである。
選択率が高い順にみると、「従業員の能力向上」（47社、65.3％）、「業務全般の効率化」（32社、44.4％）、「新市場の開
拓」（25社、34.7％）、「原材料費等費用削減」（23社、31.9％）と続いている。昨年の調査結果と比較すると、「従業員
の能力向上」が8.1ポイント、「生産設備の性能向上」が9.9ポイントそれぞれ低下している。これらはともに、どちら
かというと中期的視点に立って取り組まれるものである。業績が落ち込んで財務状況が急激に悪化する局面では優
先順位が低い取組ということになるであろう。なお、売上高の増減の状況によるクロス集計も試みたが、売上高の
減少企業と非減少企業との間で取組項目の顕著な違いは見られなかった。
（２）生産性向上のための今後の課題
　生産性向上に向けて今後課題となること（３つまで）の集計結果も、前掲の【図表16】に表されている。「従業員
の能力向上」（44社、61.1％）、「業務全般の効率化」（32社、44.4％）、「有能な人材の確保」（22社、30.6％）の順で多い。
昨年の結果に比べて、「業務全般の効率化」が21.6ポイント、「従業員の能力向上」が9.2ポイント上昇した一方で、「有
能な人材の確保」が17.5ポイント、「原材料費等費用削減」が8.9ポイント、「生産設備の性能向上」が8ポイント、そ
れぞれ低下している。「有能な人材の確保」に関しては、業績悪化により新たな人材確保は困難な状況が強まってい
るようである。なお、現在の取組状況と比較して、課題となる取組の選択率に顕著な違いはなかった。
６．環境面への対応状況
　本調査のもう一つの主要テーマは、長岡地域企業による環境への対応状況である。中央政府が新たに民主党政権
に変わり、新政権による政策構想として環境問題への対応強化が１つの柱とされている。2009年９月の国連での気
候変動サミット演説で、鳩山首相が日本は温室効果ガス排出量を2020年までに1990年比25％削減するとの国際公約
を表明した。そうした点からも、化石燃料への環境税や温室効果ガス排出権取引制度の導入など、具体的な政策が
今後始動する可能性が高い。それに伴い、早晩、環境を巡る経済構造は大きく転換することになろう。そのような
将来展望においては、長岡地域企業にとっても環境対応のあり方は今後の発展に向けて重要な一論点となる。本調
査においても、各企業の環境面での取組状況などに関する設問を昨年調査から加えており、環境問題に対する意識
や現状における取組状況と今後の課題についての調査結果をまとめた。
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（１）環境への意識の変化と取組状況
①環境意識の高まり
　ここ５年くらいの間で事業活動における環境への意識がどう変わっているか、その回答結果は【図表17】のと
おりである。「意識はかなり高まった」が14社、19.4％、「意識はやや高まった」が45社、62.5％で、両者合わせて、
81.9％の企業で意識が高まっていると回答している。これは昨年の調査とほぼ同じ結果である。昨年以降、とりわけ
業績の急激な落ち込みにより環境面に配慮する余裕がなくなってきているとも推察されるが、そうした中でも環境
意識は後退していないことがわかる。
②ここ数年の環境への取組
　それでは、具体的に長岡地域の企業は環境面でどのような項目に取り組んできたか。それを見るために、ここ数
年環境関連で取り組んでいること（５つまで）の集計結果を【図表18】にまとめた。「廃棄物削減」（41社、56.9％）、
「リサイクルの推進」（40社、55.6％）、「エネルギー消費削減」（36社、50.0％）の３つについて、半数以上の企業が取
り組んでいると回答している。これらは昨年の結果とほぼ同じ傾向であるが、「リサイクルの推進」が21.4ポイント、「中
古品利用」が15.4ポイント、「従業員の環境教育」が9.5ポイント上昇しているのが注目される。長岡地域でも産業廃
棄物の最終処分場不足の問題が深刻化しており、それに対してリサイクルを進めるなどして廃棄物を減量する必要
性が高まっている。さらに、業績が落ち込む中で、最終処分場への持ち込みに伴う手数料などの負担は無視できない。
そうした現実の諸問題が背景となっていると考えられる。また、「従業員の環境教育」に関しては様々なレベルの取
組があるが、ヒアリング結果によると、廃棄物減量に向け従業員に廃棄物の分別を徹底させるよう経営者が指導し
ているなどの事例がある。他方で、新たな環境市場開拓など環境志向の高まりを積極的にとらえた取組に注目すると、
「環境新商品の開発」は昨年比で変化がほとんどないが、「低環境負荷商品への転換」が4.9ポイント増加しているの
が注目される。
　なお、環境への取組には、比較的容易に開始できるものと、多くの費用がかかり組織的取組が必要など容易に開
始できないものとがある。そこで、選択肢となった各取組を「より積極的な取組」と「それ以外」に二分して、「よ
り積極的な取組」がどの程度実施されているかをみた。「より積極的な取組」に分類したのは、「エネルギー転換」「環
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境新商品の開発」「ISO14000シリーズ取得」「環境会計」「環境報告書の作成」「省エネ機器の自社内開発」「再生可能
エネルギ （ー太陽光等）推進」「グリーン調達」「循環型生産方式への転換」「低環境負荷商品への転換」の10項目である。
その集計結果によると、全72社中の取組企業は23社、31.9％で、昨年の結果（31.6％）とほとんど同じだった。
　これを環境への意識変化とクロス集計した結果が【図表19】である。それを見ると、「より積極的な取組」に取り
組んでいる企業のうち26.1％が「意識がかなり高まった」企業で、取り組んでいない企業（「その他」）に比べて意識
が高い企業が多いことがわかる。環境に対する意識が高まった企業とそうでない企業との間では、環境面の取組状
況に差があることが確認できる。
③今後の環境への取組課題
　今後、環境関連で取り組んでいきたいと考えていること（５つまで）の集計結果をみると、これまでの取組状況
とほぼ同様の結果となった（前掲の【図表18】参照）。「廃棄物削減」（41社、56.9％）、「リサイクルの推進」（40社、
55.6％）、「エネルギー消費削減」（36社、50.0％）の順で多い。昨年の結果との比較では、「リサイクルの推進」が
21.4ポイント上昇しており、これはここ数年の環境への取組状況で見られたのと同様の変化である。なお、全項目に
ついてここ数年の環境への取組状況と比較すると、「従業員の環境教育」において今後の取組課題の選択率が現在の
取組状況の選択率を8.3ポイント上回っている点が目立っているが、それ以外は顕著なギャップがみられなかった。
７．まとめ
（１）全般に関して
　本年度の調査では、昨年秋以降の急激なマクロ環境の悪化を背景として、全般的な業況悪化が決定的な説明要因
となっているような結果がもたらされたように思われる。そうした今回の調査結果の中からのみ企業の成功に向け
たポイントを示すことは難しいであろう。ただし、全般的に業績が悪化した企業が多い中でも、業績を伸ばしたな
いし落ち込みを回避した企業は存在した。その企業に注目することが一つの分析視点となった。さらに、企業規模
に関する考え方として、今後拡大させたいと考える企業と、現状以上の企業規模の拡大は望まないと考える企業が
あり、その基本姿勢の違いも分析の１つの鍵になった。これらを踏まえて、長岡地域企業の業績の変化、成功に向
けた取組などに関して確認された主なポイントは以下のとおりとなろう。
　まずは、売上高、従業員数、経常利益ともに、昨年までの悪化傾向が一気に加速する様子が鮮明となった。たとえば、
売上高については１年前に比べて「減少した」企業は75.2％と大半を占めた。業種別に見ると、金属製品、一般機械
など、企業間取引が主要な分野で業績の悪化傾向が深刻であるが、最終財製造のウエイトの高い食料品・たばこ・
飼料等の分野では健闘した企業も少なくなかった。さらに、企業規模の拡大を志向している企業に比べ、現状以上
に企業規模の拡大を望んでいない企業では売上高の減少傾向が強かった。これらの業績状況を反映して、業績に対
する評価も全般的にこれまでになく悪化した。そのなかでも、規模の拡大志向を持たない企業の評価の方がより満
足度合いが低い。
　成長・発展のために現在特に力を入れている取組としては、昨年同様に、コストの削減、新規顧客・取引先の拡
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大の２つが圧倒的に多い結果となった。特に注目される点として、売上高が減少しなかった企業では、営業力の強
化や新製品・サービスの開発により積極的に取り組まれていた。また、現状以上に企業規模の拡大を望んでいない
企業においてコスト削減にとりわけ積極的な様子が目立っているが、コスト削減への依存度が拡大志向の企業より
も強まっていることが示唆された。
（２）環境対応について
　環境面の取組に関して、まずは環境への意識が昨年以降の業績悪化の中でも後退することなく維持されているこ
とがわかった。環境への優しさが建前ではなく、廃棄物の問題、エネルギーコストの問題など様々な面で企業の存
続に直結する問題として認識されつつある様子がうかがえる。ただし、循環型生産方式の形成やグリーン調達など
のようにより本格的な環境対応に取り組む企業はまだごく一部である。さらに、低環境負荷商品への転換など環境
志向の高まりをビジネスチャンスとしてより積極的にとらえた取組の中で、まだ少ないが昨年に比べてわずかなが
ら増加が見られる項目があった。今後の加速に期待がかかるところである。
〔註〕
（注１）本稿のもとになったアンケート調査に対して多くの企業の方々にご協力いただき、多大な教示を賜りました。
ご協力いただきました企業の皆様に感謝申し上げます。
（注２）昨年の調査の内容と結果については、本誌巻頭の昨年度シンポジウムにおける基調報告②、および 石川英樹
（2008）「長岡地域企業の成長・発展に向けて～ 2008年アンケート調査結果の報告」『地域研究』第８号（通
巻18号）, pp.57-69.を参照されたい。一昨年の調査の内容と結果については、『地域研究』第８号巻頭の昨年
度シンポジウムにおける基調報告、および 石川英樹・鯉江康正（2007）「長岡地域企業の成長・発展に関す
る基礎調査の報告」『地域研究』第７号（通巻17号）, pp.67-77.を参照されたい。
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13) 㔘ᒌ⿿ဗ 14) ୌ⯙ᶭ᲌ 15) 㞹Ẵ䝿᝗ሒ㏳ಘᶭჹ 16) 㞹Ꮔ㒂ဗ➴
17) ㍲㏞⏕ᶭჹ 18) ⢥ᐠᶭ᲌ 19) 䛣䛴௙
㸟ࡇᅂ➽ࡢื῟ࡡᅂ➽⏕⣤࡞ࡇエථୖࡈ࠷
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࠘㈠ᩩ࠙࢓ࣤࢢ࣭ࢹㄢᰕ⚂㸝⤾ࡀ㸧࣭࣋ࢩ┘㸞
ࠜၡ㸩ࠝ௑ᚃࡡ௺ᴏぜᶅࡡᣉኬ࡞ࡗ࠷࡙ࠉ࡜ࡡࡻ࠹࡞࠽⩻࠻࡚ࡌ࠾㸝㸦ࡗࡓࡄ㸞
㸦) ✒ᴗⓏ࡞ᠺ㛏ᶭఌࢅずࡗࡄࠉぜᶅࢅᣉኬࡈࡎࡒ࠷
㸧) ᶭఌ࠿࠵ࡿࡣᣉኬࡈࡎࡒ࠷
㸨) ⌟≟௧୕ࡡ௺ᴏぜᶅࡡᣉኬࡢ᭻ࡱ࡝࠷
ࠜၡ㸪ࠝ⏍⏐ᛮ࡞ࡗ࠷࡙࠽చ࠷ࡊࡱࡌࠊ
ձ⌟ᅹࠉ㈏♣࠿⏍⏐ᛮྡྷ୕ࡡࡒࡴ࡞≁࡞ງࢅථࡿ࡙࠷ࡾࡆ࡛ࡢర࡚ࡌ࠾ࠊ㸝㸨ࡗࡱ࡚㸞
㸦) 㞘⏕ࡡ๎΅ 㸧) ᚉᴏဤࡡ⬗ງྡྷ୕ 㸨) ᭯⬗࡝ெᮞࡡ☔ಕ
㸩) ⏍⏐᪁ᘟࡡᨭၻ 㸪) 㸾㹉ࡡὩ⏕ 㸫) ⏍⏐シങࡡᛮ⬗ྡྷ୕
㸬) ࢦࣈࣚ࢕ࢲ࣭࢘ࣤࡡຝ⋙࢓ࢴࣈ 㸭) ᩺ᕰሔࡡ㛜ᢽ 㸮) ᴏຸධ⯙ࡡຝ⋙໩
10) ཋᮞᩩ㈕➴㈕⏕๎΅ 11) አἸࡡᣉኬ 12) ೇථ㔘ࡡ๎΅
13) ࡐࡡ௙
ղ௑ᚃࠉ㈏♣࠿⏍⏐ᛮࢅྡྷ୕ࡊ࡙࠷ࡂࡒࡴ࡞ࠉㄚ㢗࡛࡝ࡾࡆ࡛ࡢర࡚ࡌ࠾ࠊ㸝㸨ࡗࡱ࡚㸞
㸦) 㞘⏕ࡡ๎΅ 㸧) ᚉᴏဤࡡ⬗ງྡྷ୕ 㸨) ᭯⬗࡝ெᮞࡡ☔ಕ
㸩) ⏍⏐᪁ᘟࡡᨭၻ 㸪) 㸾㹉ࡡὩ⏕ 㸫) ⏍⏐シങࡡᛮ⬗ྡྷ୕
㸬) ࢦࣈࣚ࢕ࢲ࣭࢘ࣤࡡຝ⋙࢓ࢴࣈ 㸭) ᩺ᕰሔࡡ㛜ᢽ 㸮) ᴏຸධ⯙ࡡຝ⋙໩
10) ཋᮞᩩ㈕➴㈕⏕๎΅ 11) አἸࡡᣉኬ 12) ೇථ㔘ࡡ๎΅
13) ࡐࡡ௙
ࠜၡ㸫ࠝ⎌ሾ㟻ࡡཱི⤄ࡲ࡞ࡗ࠷࡙࠽చ࠷ࡊࡱࡌࠊ
ձࡆࡆ㸪ᖳࡂࡼ࠷ࡡ㛣࡚஥ᴏὩິ࡞࠽ࡄࡾ⎌ሾ࡫ࡡណㆉࡢ࡜࠹ንࢂࡽࡱࡊࡒ࠾ࠊ㸝㸦ࡗࡓࡄ㸞
㸦) ណㆉࡢ࠾࡝ࡽ㧏ࡱࡖࡒ 㸧) ណㆉࡢࡷࡷ㧏ࡱࡖࡒ 㸨) ណㆉࡢ࡮࡛ࢆ࡜ንࢂࡖ࡙࠷࡝࠷
ղࡆࡆᩐᖳࠉ㈏♣࠿⎌ሾ㛭㏻ཱི࡚ࡽ⤄ࢆ࡚࠷ࡾࡆ࡛ࡢర࡚ࡌ࠾ࠊ㸝㸪ࡗࡱ࡚㸞
㸦) ࢙ࢾ࣭ࣜ࢟ᾐ㈕๎΅ 㸧) ࢙ࢾ࣭ࣜ࢟㌷ᥦ 㸨) ᗣᲘ∸๎΅
㸩) ୯ཿဗ්ฺ⏕ 㸪) ࣛࢦ࢕ࢠࣜࡡ᥆㐅 㸫) ⎌ሾ᩺ၛဗࡡ㛜Ⓠ
㸬) ISO14000ࢨ࣭ࣛࢫཱིᚋ 㸭) ⎌ሾఌ゛ 㸮) ᚉᴏဤࡡ⎌ሾᩅ⫩
10) ⎌ሾሒ࿈᭡ࡡషᠺ 11) ┤࢙ࢾ㐘ິ 12) ┤࢙ࢾᶭჹࡡ⮤♣හ㛜Ⓠ
13) ්⏍ྊ⬗࢙ࢾࣜ࢟ (࣭ኯ㝟ක➴)᥆㐅 14) ࢡ࣭ࣛࣤㄢ㐡 15) ᚘ⎌ᆵ⏍⏐᪁ᘟࡡᙟᠺ
16) ఩⎌ሾㇿⲬၛဗ࡫ࡡ㌷ᥦ 17) ࡐࡡ௙
ճ௑ᚃࠉ㈏♣࠿⎌ሾ㛭㏻ཱི࡚ࡽ⤄ࢆ࡚࠷ࡀࡒ࠷࡛࠽⩻࠻ࡡࡆ࡛ࡢర࡚ࡌ࠾ࠊ㸝㸪ࡗࡱ࡚㸞
㸦) ࢙ࢾ࣭ࣜ࢟ᾐ㈕๎΅ 㸧) ࢙ࢾ࣭ࣜ࢟㌷ᥦ 㸨) ᗣᲘ∸๎΅
㸩) ୯ཿဗ්ฺ⏕ 㸪) ࣛࢦ࢕ࢠࣜࡡ᥆㐅 㸫) ⎌ሾ᩺ၛဗࡡ㛜Ⓠ
㸬) ISO14000ࢨ࣭ࣛࢫཱིᚋ 㸭) ⎌ሾఌ゛ 㸮) ᚉᴏဤࡡ⎌ሾᩅ⫩
10) ⎌ሾሒ࿈᭡ࡡషᠺ 11) ┤࢙ࢾ㐘ິ 12) ┤࢙ࢾᶭჹࡡ⮤♣හ㛜Ⓠ
13) ්⏍ྊ⬗࢙ࢾࣜ࢟ (࣭ኯ㝟ක➴)᥆㐅 14) ࢡ࣭ࣛࣤㄢ㐡 15) ᚘ⎌ᆵ⏍⏐᪁ᘟࡡᙟᠺ
16) ఩⎌ሾㇿⲬၛဗ࡫ࡡ㌷ᥦ 17) ࡐࡡ௙
ࠜၡ㸬ࠝ㛏ᒱᆀᇡࡡ⏐ᴏࡡᠺ㛏࣬Ⓠᒈࡡㄚ㢗࡞ࡗ࠷࡙࠽⩻࠻ࡡࡆ࡛࠿࠵ࡽࡱࡊࡒࡼࠉ⮤⏜࡞࠽᭡ࡀࡂࡓࡈ࠷ࠊ
䚶௧୕䛭䛟䚯䛚༝ງ䛈䜐䛒䛮䛌䛚䛜䛊䜄䛝䛥䚷
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